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5月30日（水）ホテルグランヴィア和歌山において第52回中央会通常総会

が開催されました。

景気が回復基調にあるといわれながらも、企業間・地域間の格差がますます

拡大しつつある中、中小企業が競争力を高め、健全な財政基盤を確立するため

には、新しい企業連携・産学連携への取組み、経営資源を補完し合うことなど

が求められています。

中央会も又、コーディネート機能を発揮する支援機関として組合の新たな事業

の開発・展開を支援していくと共に改正組合法の施行に伴い、会員組合等との連

携を一層強化し、積極的な活動支援策を展開していく重点目標を掲げました。

また、総会に併せて、「少子高齢化と地域経済活性化」と題して、（独）新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構 総務部長 山本健介氏（前経済産業省地域経

済政策課長）による講演会も開催されました。

その後の懇親会では、仁坂知事をはじめ多数のご来賓出席のもと、一同終始

和やかにご歓談されました。
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役員名簿

重点目標 巡回指導の積極的実施と業界ニーズの把握の強化
創業・新連携型組合の設立、育成支援
連携組織販路拡大支援事業（くみあい祭り）の実施
中国輸出振興事業の推進

山下会長
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企業データベース「企業情報サイト」の活用
新連携構築支援事業及び地域資源活用型研究開発事業の実施
組合事務局交流会の実施

仁坂知事

講演会　山本講師

講　　演　　会
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ＰＡＲＴⅢ
ス
テ
ッ
プ

ア
ッ
プ

講
座

～「地域中小企業の新たな

（1）創業及び新規中小企業の事業活動の促進に関す
る基本的な方向
国は、市場メカニズムの下での創業者及び新規中

小企業者の自主的な努力を前提として、創業者及び
新規中小企業者が行う創意工夫に満ちた事業活動を
幅広く支援し、創業者及び新規中小企業者が創業後
の経営リスクに備えるための技術力、経営力の向上
を図るとしています。

（2）創業及び新規中小企業の事業活動の促進に当た
って配慮すべき事項
国は、創業者及び新規中小企業者の事業活動を促

進するため、次に掲げる諸点について十分に配慮す
ることとしています。
①創業意識喚起支援、資金支援、販路開拓支援、人
材支援、研究開発支援、知的財産支援、財務・会
計面の支援、情報提供等の政策的支援の充実を図

1 創業支援について

2 新連携について

新連携（中小企業新事業活動促進法では、「異分野
連携新事業分野開拓」といいます）とは、その行う事
業の分野を異にする事業者が有機的に連携し、その経
営資源（設備、技術、個人の有する知識及び技能その
他の事業活動に活用される資源をいいます）を有効に
組み合わせて、新事業活動を行うことにより、新たな
事業分野の開拓を図ることをいいます。
（1）分野を異にする事業者とは

日本標準産業分類における細分類（4桁）が異な
るものをいいます。ただし、同分類でも、持ちよる
経営資源が異なれば異分野とします。

（2）新事業活動とは

①新商品の開発または生産、②新役務の開発また
は提供、③商品の新たな生産または販売の方式の導
入、④役務の新たな提供の方式の導入その他の新た
な事業活動をいいます。
「新たな」とは、地域や業種を勘案した新しい事業
活動を指しています。ただし、当該地域や業種にお
いて、すでに相当程度普及している技術、方式の導
入等および研究開発段階にとどまる事業については
支援対象外とします。

（3）新事業分野開拓とは
市場において事業を成立させることです。「需要

が相当程度開拓されること」が必要であり、具体的

ること。
②セミナー、パンフレット、インターネット等を通
じて、支援施策の創業者及び新規中小企業者に対
する周知徹底に努めるとともに、申請書の簡素化
や共通化、公募に係る十分な準備期間の確保等に
努めること。
③創業初期段階から事業化に至るまでの各段階ごと
の課題に応じた内容について、総合的かつ一貫し
た施策とすること。
④関係省庁が密接に連携するとともに、都道府県、
中小企業基盤整備機構、商工会、商工会議所、中
小企業団体中央会等の支援機関のほか、大学や、
地域に密着したきめ細かいサービスを提供する
NPO等とも連携しながら、利用者の立場に立っ
て既存の施策との効果的な連携に努めること。
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中小企業診断士 奥 村 博 志

事業展開」～

3 中小企業の地域資源を活用した事業展開について

国では、『中小企業地域資源活用プログラム』を創

設して、各地域の強みである地域資源（産地の技術、

地域の農林水産品、伝統文化等）を活用した中小企業

の新商品・新サービスの開発・市場化を総合的に支援

し、5年間で1,000の新事業創出を目指しています。

ポイントは、

・地域の強みとなる地域資源を、地域主導で堀り起こ

す取組を支援する。

・マーケティング、ブランド戦略に精通した人材・仕

掛け人を派遣する。

・産学官連携、農工連携など、従来の垣根を越えて、

地域の力を結集する。

・首都圏など大都市、さらには海外市場を視野に入れ

る。となっています。

（1）中小企業地域資源活用促進法に基づく支援

（地域産業発展の核となりえる先進的な取り組み

に対する支援）

スキーム

↓

↓

↓

（2）その他の支援

（地域資源を活用した新たな取り組みを堀り起す

ための支援）

・地域中小企業と外部ネットワーク構築活動に対す

る支援

・地域資源を活用するための大学等と連携した研究

開発に対する支援

・中小企業基盤整備機構による商談会の開催やアン

テナショップの開設

支援措置　専門家等によるアドバイス、試作品開発等
に対する補助金、設備投資減税、政府系金融機関によ
る低利融資、債務保証枠の拡大等

特定地域資源を活用して新商品開発等を行う計画

中小企業の地域資源活用事業計画を認定

特定地域資源の指定（自治体）

基本方針の策定

な販売活動が計画されているなど事業として成り立
つ可能性が高く、継続的に事業として成立すること
が求められます。

（4）計画期間は
3～5年間です。

（5）財務面では
新事業活動により持続的なキャッシュフローを確

保し、10年以内に融資返済や投資回収が可能なも
のであり、資金調達コストも含め一定の利益をあげ
ることが必要です。

（6）新連携支援の手続き

↓

↓

↓

↓
事業化

事業計画の実施（支援措置）

経済産業省に申請・認定を受ける

事業計画の作り込み

連携を構築する
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＜日本経済全体の景況＞

＜第1部　景況分析＞　2006年度における中小企業の動向

○　今回の景気回復は輸出と設備投資に牽引されながら、日本経済を全体として見れば、緩やかに拡大。

施策情報

第1部　2006年度における中小企業の動向
～中小企業の事業承継等における背景を分析～
今回の景気回復期間が戦後最長となる中、中小企業の業況については一服感が見られる。2006年度に

おける中小企業の景気動向、開業・廃業の動向などを示す。

1．中小企業の景気動向
今回の景気回復が設備投資と輸出主導である点、有効求人倍率や景況感などにおける地域間のばら

つきが目立つ点を踏まえた上で、回復の遅れる中小企業の景況を分析。

2．開業・廃業の動向と小規模企業を取り巻く環境
我が国における開業・廃業の動向をタイムリーかつ広範囲に把握するため、タウンページデータベ

ースに基づく開業率・廃業率を算出。中小企業の事業承継がなかなか進まない背景も分析。更に、中
小企業の中でも特に景況感が厳しく、廃業も多い小規模企業について分析。

今月から3回にわたって掲載（抜粋）します。 中小企業庁

資料：内閣府「国民経済計算」
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○　好調な企業部門とは対照的に、家計部門に力強さが見られない。

○　地域の産業構造が景気回復と関連。機械関連業種が集積している地域では、有効求人倍率が改善。一方、
例えば建設業や生活関連業種に依存している地域では改善が遅れる傾向。

○　民間設備投資と民間住宅投資で地域間におけるばらつきが高水準で推移。

○　公共投資の減少を民間投資で補っている中部などに対して、東北などでは公共投資の減少と民間投資の伸
び悩みが見られる。

＜地域間のばらつき＞

資料：財務省「法人企業統計季報」、
日本銀行「全国企業短期経済観測調査」 資料：内閣府「消費総合指数」

○　中小企業の業況感には一服感が見られ、中でも小規模企業における業況は厳しい。

○　中小企業の財務状況は改善傾向にあるものの、ゼロ金利解除を受けて、中小企業向け金利は上昇傾向。

○　輸出と設備投資が牽引する今回の景気回復において、中小企業は大企業に比して不利。

○　原材料価格上昇や人件費の増大を転嫁できていないことが、規模別のばらつきの原因となっている可能性
がある。

＜中小企業の景況と企業規模間におけるばらつき＞
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○　規模が小さくなるほど、社長交代が進まない傾向がある。

＜中小企業の事業承継＞

○　中小企業経営者の個人資産は株式等の事業用資産が大部分を占めており、その承継の際には、特に高収益
の株式会社において相続税負担の問題が大きい。

資料：株式会社日本アプライドリサーチ研究所「創業に関する実態調査」2006年11月
（注）開業率上位業種とは、情報通信、事業活動関連サービスを指し、開業率下位業種とは工業用素材、食料・衣料・身の回り品を指す。

資料：（株）帝国データバンク「企業概要データベース」再編加工

＜開廃業の動向＞

＜第2部＞　開業と廃業と小規模企業を取り巻く環境

○　事業所の動向をタイムリーかつ広範囲に把握するため、タウンページデータベースに基づく開業率・廃業
率を算出し、事業所・企業統計調査と比較。

○　開業率が廃業率を下回る状況が続いており、事業所の減少には歯止めがかかっていない。

○　特に情報・通信や事業活動関連サービスにおいて、タウンページデータベースに基づく開業率・廃業率が
高い。

○　成長性の高い分野、少ない資金で創業できる分野での開業が活発になっている。

○　開業が生み出す雇用は、存続企業が生み出す雇用より大きい。
○　サービス業や医療福祉、学習支援業など開業が盛んな分野で雇用も増加している。

＜開業・廃業と雇用変動＞
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○　承継する者に対しても個人保証や個人資産の担保提供を求めることが、中小企業の円滑な事業承継を阻害
している可能性がある。

資料：（株）東京商工リサーチ「金融機関との取引環境に関する実態調査」
2006年11月

資料：株式会社帝国データバンク「企業概要データベース」再編加工

○　小規模企業では、現状維持を志向する企業が多い。

○　建設業や卸売業、製造業の一部業種においては、小規模企業が健闘している。
○　拡大志向の小規模企業では、人材の確保・育成への関心が高い。

＜小規模企業を取り巻く環境＞

資料：（株）東京商工リサーチ「中小企業の経営実態調査」2007年1月
（注）中規模企業とは、中小企業のうち小規模企業を除いたものを指す。

資料：（株）東京商工リサーチ「中小企業の経営実態調査」2007年1月
（注）拡大志向の小規模企業とは、小規模企業のうち、今後の経営方針について「事業の拡大・店舗の増設」と回答した企業を指す。
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平成18年度事業協同組合実態調査報告

1．組合員数別の分布　―20人以下の組合が50%―
回答組合の組合員数別分布は、図Ⅰ-1のとおりであ

る。最も多くの割合を占めているのは「11～20人」
（20.0％）である。20人以下の組合が5割を占めてお
り、中小規模の組合が多いことが分かるが、一方で、
「大規模組合」に該当する「1,001人以上」の組合も
181組合（1.4％）ながら存在しており事業協同組合
の多様性が窺える。

2．出資金別の分布　―500万未満の組合が44%―
①　出資金総額別の分布

回答組合の出資金総額別分布は、図Ⅰ－2が示す
ように、「100万円～300万円未満」（21.5％）の組
合が最も多く、次いで「500万円～1,000万円未満」
（15.1％）、「100万円未満」（11.5％）、「300万円～
500万円未満」（11.2％）、「1,000万円～2,000万円

未満」（11.0％）といった順である。500万円未満
の組合が4割以上で、1,000万円未満の組合で6割近
く占めており、前回の調査とほぼ同様であるが、一
方、1億円以上の組合が占める割合は増加している。

②　出資一口の金額別の分布
回答組合の出資一口の金額別分布は、「1万円」

（42.0％）が最も多く、「1万円超10万円未満」
（13.8％）、「10万円」（11.9％）といった順になっ
ている。

3．組織形態別の分布
事業協同組合は、多岐に渡り様々な事業を展開して

いる。組合の設立目的や事業活動の内容は、その組織
形態により推察することが可能である。回答組合の組
織形態別分布は、表Ⅰ－1が示すように、前回の調査

Ⅰ組織状況 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

回の事業協同組合・同連合会の実態調査は、協同組
合の回収率が43.7％、同連合会が64.5％と約半数の
協同組合等の回答があった調査であり、事業協同組
合等の状況、その傾向をつかむことができる調査と
言える。（事業協同組合の調査の詳細、及び事業協同
組合連合会、商工組合、商工組合連合会の調査も実
施されましたので、調査結果について情報総務課ま
でお問い合せ下さい）

全国中小企業団体中央会では平成18年7月に実施し
た、事業協同組合等の実態調査の結果を取りまとめ
た。事業協同組合は、中小企業組合で最も設立数が
多く、全組合数の8割（47,582組合のうち、38,080
組合、平成18年3月末・中小企業庁調べ）を占め、ま
た全国中央会の調べによれば、平成17年度新設組合
数の77.0％（806組合のうち、621組合）を占めるな
ど、いずれにおいても圧倒的多数を占めている。今

全国の事業協同組合3万組合を調査

図Ⅰ－1 組合員数

図Ⅰ－2 出資金総額
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結果（調査時点：平成12年6月1日）同様、「同業種同
志型組合」（62.6％）の割合が最も高く、「同業種網
羅型組合」と合わせた割合は7割弱である。また、前
回の調査と比較すると「異業種連携組合」（7.0％）が
増加している。

4．組合員数
回答組合の組合員数規模別の分布は、前項の通りで

あるが、以下、組合の組合員数別の特徴についてみて
みる。回答組合の1組合あたりの組合員数の平均値は
203.63人、中間値は20.0人である。中間値に比べて
平均値がかなり高くなっていることは、大規模の組合
と小規模の組合との格差が拡がったことと一部の大規
模組合の組合数が多いことが、平均値を押しあげる結
果になったと察せられる。
設立年度別の平均組合員数は表Ⅰ－2が示すとお

り、「昭和30～39年」の設立組合が425.7人と最も多
く、「昭和40～49年」（274.5人）「昭和29年以前」
（194.4人）という順である。

5．組合員数の推移　―約半数が減少傾向―
①　組合員数の増減状況

最近3年間の組合員数の増減傾向をみると、「減
少傾向」と回答している組合が49.0％と最も多い。
一方、「増加傾向」と回答している組合は9.0％で、
前回調査と同様、横ばい若しくは減少傾向が続いて
いるようである。
②　組合員の加入理由

最近3年間に1組合員でも加入があった組合

（1,179組合）における加入理由の内訳をみたもの
が、図Ⅰ－3である。加入した理由としては、「共
同経済事業（共済・金融事業を除く）への参加」
（38.8％）が最も多く、次に「技術・市場等につい
ての情報交換・交流・提携」（34.4％）、「組合に加
入していることの信用力」（32.0％）、「研究開発・
販路開拓・人材養成等の共同事業への参加」
（23.3％）といった順で続いている。
前回調査では、事業協同組合の共同経済事業への

表Ⅰ－1 組織形態別組合比率

表Ⅰ－2 設立年別組合員数 上段：回答組合数、下段：比率（％）
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平成18年度事業協同組合実態調査報告

1．実施事業　―実施事業のトップは共同購買・仕入―
事業協同組合は、その組合が有する目的に合わせて

事業を自由かつ任意に定めることが出来ることに特色
がある。実施事業については、「共同購買・仕入」、
「情報の収集・提供」、「教育・訓練・人材養成」、「共
同受注」、「共同宣伝・販売促進・イベント」といった
事業を実施している組合が多い。ここでは次の分類に
より実施状況をみることにする。
ａ．コスト引き下げ関連

組合が共同事業を行った場合の利点の一つにスケ
ールメリットの獲得があげられる。中小企業者が大
企業に対抗するには、単独の経営資本では難しいの
で、協同することでコスト削減効果などを得ようと
する組合は多い。主なものとしては「共同購買・仕
入」（44.0％）があげられ、実施事業の中でも最も
多くの割合を占めている。業種別にみると「運輸業」
（62 . 8％）、「食料品・飲料・たばこ・飼料」
（54.3％）、「建設業」（52.8％）が高く、組織形態
別にみると「連鎖化組合」（83.7％）、「流通団地組

合」（71.1％）が多く実施しており、特に流通関係
で高いことが伺える。
また、同様の効果をもつ「共同受注」（24.7％）

については、業種別にみると「情報通信業」
（73.3％）、「窯業・土石製品」（55.1％）、「建設業」
（44.0％）が多く実施している。
ｂ．市場開拓・マーケティング関連

「共同宣伝・販売促進・イベント」（24.7％）も
高い割合で実施されている。組織形態別にみると、
「共同店舗組合」（72.9％）、「カード組合」（72.7％）、
「連鎖型組合」（72.1％）、「商店街組合」（68.8％）
など商業系の組合が高い割合となっている。
「共同販売」（21.2％）については、業種別にみ

ると「窯業・土石製品」（67.5％）、「農林漁業」
（45.0％）が多く実施している。また、「市場調
査・販路開拓」（9.2％）、「クレジット・商品券発行」
（4.7％）もそれぞれの割合で実施されている。
ｃ．教育情報関連

「情報の収集・提供」（37.7％）は、業種・組合

Ⅱ共同事業 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

参加や、組合に加入していることの信用力を求めて
加入したという理由が5割近くであったのと比する
と、その割合が下がっており、組合員が組合に求め
るニーズの多様化が伺える。
③　組合員の脱退理由

最近3年間に1組合員でも脱退があった組合にお
ける脱退理由の内訳は、図Ⅰ－4である。その脱退

理由としては、「廃業・破産（倒産）」が70.3％と
最も多く、次いで「後継者の不在」（31.7％）、「事
業の縮小」（29.8％）が続いている。前回の調査結
果と比べると「廃業・破産（倒産）」が最も多い理
由としてあげられているのは変わらないが、「後継
者の不在」を脱退理由としてあげる組合が多くなっ
ている。

図Ⅰ－3 組合員の加入理由（最近3年間） 図Ⅰ－4 組合員の脱退理由（最近3年間）
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員規模等を問わず広く実施されている事業であり、
全体の中でも高い実施率を示している（前回調査で
は「情報の収集・提供」（42.8％）が最も実施率が
高い結果であった。）。
労働関係にも共通する事業であるが、「教育・訓

練、人材養成」（26.4％）がこれに次ぐ実施率であ
る。「組合員の経営相談・コンサルティング」も
5.2％の実施率であった。
ｄ．製品・技術等の研究開発関連

「製品・技術等の研究開発」は6.7％の実施率で
ある。業種別にみると、「繊維工業・衣料・その他
の繊維製品」（18.5％）、「食料品・飲料・たばこ・
飼料」（18.2％）、「窯業・土石製品」（17.5％）と
いったように製造業で高い実施率である。組織形態

別にみると「産地組合」（28.8％）、「異業種連携組
合」（10.9％）で高い実施率である。

2．最近の共同事業の状況
最近の共同事業の実施状況については、「共同事業

全般に横這い傾向である」と回答した組合が30.5％
で最も多い。「主たる共同事業を中心にやや不活発な
状況が続いている」、「かなり厳しい状況が続いている」
を合わせると4割を超える一方で、「主たる共同事業
を中心に全般的に活発である」と回答した組合は1割
に達していない。「主たる共同事業は横這いだが、新
規事業が伸びている」組合も2.0％と少なく、全体的
に横這い若しくは厳しい状況が続いており、新規事業
も難しい状況が続いていることが伺える。

1．委員会、部会、青年部、女性部の設置状況
一般に、組合の事業、運営、業界振興策等の問題を

検討・審議する理事会の諮問機関として「委員会」、
組合の業種別、地域別での協議・意思統一や組合との
連絡、あるいは組合事業の推進のための組織を「部会」
と呼んでいる。また、組合によっては、組合活性化と
組合の後継者育成及び世代交代のための組織として設
置される「青年部」や、近年の女性の社会進出を反映

2．組合専従役職員の設置状況
組合の業務に従事している専従役職員の設置状況

は、表Ⅲ－1のとおりである。専従役職員を1名以
上置いている組合は76.4％（前回調査70.4％）で

微増している一方で、1人も置いていない組合は
16.5％（前回調査29.1％）で減少傾向である。

し、女性の感性をもって組合の活性化を図るため設置
される「女性部」を設置している組合もある。
これらの設置状況については、図Ⅲ－1～4のとお

りである。「委員会」は4割の組合が設置しているが、
「部会」は16.5％に留まっている。「青年部」「女性部」
についても、まだ設置されていない組合が多く、前回
の調査結果と変わらない状況で推移している。

Ⅲ運営体制 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
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1．組合の主要な収入
組合の主要な収入で上位3つ（複数回答）にあげら

れたものを集計した結果、組合の最も大きな収入（第
1位）は「共同事業収入（共済・金融事業を除く）」
（42.9％）、次に「賦課金収入」（37.4％）、「その他」
（7.4％）、「金融事業収入」（2.5％）、「共済事業収入」
（1.2％）、「補助金収入」（0.9％）といった順になって
いる。

2．決算（損益）状況　―利益額50万円未満が半数―
（1）過去3年間の決算（損益）状況

過去3年間における、組合決算（損益）状況をみ
ると、平成15年度における決算状況では、「剰余が
でた」組合は64.2％、平成16年度では65.4％、平
成17年度（直近）では68.4％という傾向にある。

Ⅳ財務状況 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

1．環境変化への対応状況
（1）環境変化に対する現在の対応内容

現在の環境変化への対応状況をみると、「特に対
応はなし」（22.0％）が最も高く、次いで「組合の
目的・共同事業の見直し」（19.6％）、「委員会・部
会の強化」（15.7％）が続いている。組合の目的を
再確認し、共同事業の見直し等の再構築を図ろうと
している姿勢が伺える。
組合員数の規模別にみると、「組合内部の情報ネ

ットワーク化」、「各種共同事業への情報機器の導入」
など、インフラ整備等に係る内容では組合規模が大
きいほど対応を実施している傾向が高くなってい
る。これは、「スケールメリットの追求」でもほぼ
同様な結果が出ている。

2．組織運営体制面における重点事項
組合が組織運営体制面で、将来的に重点的に取り組

みたいとすることは、図Ⅴ－1のように、「組合員の
意識改革」（45.3％）が最も多く、次いで「既存事業
の拡充強化」（35.4％）、「組合員の増加」（34.2％）、
「組合員との連携強化」（32.2％）が多くなっている。

組合員の協調性・参加意識が不足しがちな現況を打開
すべく、組合員の組合に対する意識改革へ取り組みた
いとしている組合が多いことが伺える。

Ⅴ環境変化への対応状況等 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

図Ⅳ－1 平成17年度の利益額

図Ⅴ－1 組織運営体制面における重点事項

表Ⅲ－1 専従役職員の設置状況 上段：回答組合数、下段：比率（％）

平成18年度事業協同組合実態調査報告
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施策情報
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おめでとうございます ～春の叙勲・褒章～
全国各界の功労者に贈られる平成19年春の叙勲・褒章の受章者が発

表されました。

中央会関係では、次の方々が栄えある受章者となられました。

旭日中綬章

貴志　八郎氏
和歌山
中小企業経営改善
協同組合理事長

春 の 叙 勲
黄綬褒章

中村　公彦氏
和歌山
化成品工業協同組合
理事長
中央会副会長

春 の 褒 章

旭日双光章

水尻　治男氏
（社）和歌山県
自動車整備振興会
元副会長
有田自動車整備
協同組合前理事長

春 の 叙 勲
黄綬褒章

山本　茂氏
田辺西牟婁
測量設計業協同組合
元理事長

春 の 褒 章

旭日双光章

西　義弘氏
和歌山県
菓子工業組合
副理事長

春 の 叙 勲
黄綬褒章

見本　久生氏
和歌山県
建築設計監理協同
組合理事

春 の 褒 章

（順不同）
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～田辺・新宮で移動中央会開催～
5月8日～10日、恒例の移動中央会を田辺市と新宮市で開催。
中央会では毎年この時期、県内2カ所で移動中央会を開催し、組合の会計処理、総会

前・後の諸手続、税務申告、設立、事業運営など各種の相談事項に応じています。
今年4月の組合法改正では、組合としても様々な対応が必要とされることもあって、会

場となった両商工会議所には、組合理事長をはじめ役職員の方々が大勢相談に来られ、
中央会職員が連日にわたって対応しました。



中央会わかやま No.512 2007.6 19

プロフィール

要介護、要支援の高齢者へのきめ細かな介護サービスの提供を目指し、
介護従事の経験者による企業組合を設立。自然に恵まれた海南市木津に
通所介護施設をオープンしました。
古民家を改装し、アットホームなコンパクト空間を目指した施設名は

その名も「和が家」。
通所する高齢者の方々は、くつろぎながらも充実した時間を過ごされ

ています。

組合ＰＲ等

機能訓練リハビリはもとより、音楽、食事、
ゲーム、園芸と利用者一人一人に合わせたき
め細やかなケアを心掛けています。
地域に密着したサロン的な雰囲気の施設で

は、笑い声が絶えず、まさに明るいわが家の
ようだと利用者の評判も上々です。

前田理事長

組合所在地 〒640-1174
海南市木津273番地

Ｔ　Ｅ　Ｌ 073-485-3001
Ｆ　Ａ　Ｘ 073-485-3002
設立年月日 平成17年11月29日
組 合 員 数 4名
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背景と目的
農家の主婦グループが農産加工品の製造・販売を始め、地域のイベントなどでの販売実績

を伸ばしていったが、事業拡大に伴い、事業者責任の明確化や納税対応等の必要性が生じた
ことから法人化を目指すこととなり、出資が少額であること、ともに責任を分かち合うとい
う基本理念を実現できるものとして、企業組合を設立した。
地域の伝統料理の継承、地場農産品のPR等を目標としており、併せて、農村女性の生き甲

斐の場を作り、地域の賑わい・活性化に少しでも寄与したいというものである。

組合の特徴と事業の内容
組合員は10人であり、全員が役員である。一人一人が責任を持ち、かつ、対等な立場で事

業に参加する意思の表れである。事業内容は、地域の伝統料理である「木葉ずし」と地場特
産のニンジンを使った「キャロムー（デザート）」の製造・販売である。販売先は、地元ス
ーパーと祭やイベントでの販売であり、平成17年度の販売実績は約5,500千円である。
事業所は、町が設置した農産物加工場を賃借している。そのため、施設等への投資はない。
事業収益面では、原材料仕入と各種販売管理費が約2,250千円、残りの3,250千円が従事し
た組合員の人件費（時給700円）となっている。一人当たりの月間労働時間は50～70時間であ
り、勤務体制の自由度も高い。この体制であるから主婦でも参加できるものと考えられる。

成果
法人化によって対外的信用力が上がり、製造者責

任の明確化に加え、組合員個々の事業参加における
責任の明確化と連帯感が強くなった。また、事業運
営の合理化、健全化に向けた対応を進められる下地
ができたことが大きな成果である。一方、農村主婦
の活動の場を広げたことや、こうした活動による地
域の話題づくり、ひいては地域活性化に寄与するこ
とができた。今後も、農
産加工品の製造・販売だ
けでなく、地域伝統料理
の啓蒙活動など、地域貢
献活動も行うこととして
いる。

全国先進組合事例

企

業

組

合

若

鮎

グ

ル

ー

プ

加

工

部

所 在 地 〒910-1205

吉田郡永平寺町吉波弟6号

103番地の3

電 話 番 号 0776-63-2529

設　　　立 平成16年12月

出 資 金 500千円

主 な 事 業 農産物加工品の製造・販売

従事組合員 10人

組 合 員 10人

農
家
の
主
婦
が
創
業
に
よ
っ
て
、
新
た
な
生
き
甲
斐
を
発
見

福井県

農家の主婦10人が、地場農産加工品の製造販売を行っている。イ
ベント的な取組みから、企業としての継続的な事業への転換を図
り、農村女性の生き甲斐の場となっている

▲スーパーにおける対面販売の様子

▲キャロムー ▲木葉ずし　しおり
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背景と目的
環境問題がますます重要となってきている事態に対応するため、組合員は使用者の安全・

健康に役立つ製品づくりを志向し、有機農法で栽培された綿花を加工段階でも化学処理しな
いで作られた原材料を使用した。
製品例としては、服、下着、タオル、靴下などがあり、組合員によってそれぞれ異なっている。
これらエコ製品をPRし市場化をするために、組合主導で販路開拓に取り組むこととなった。

事業・活動の内容
エコ製品に「オーガニックガーデン」という商標をつけ、百貨店におけるフェアのテーマ

に応じた共催出展（会期中）、ファッションフェア、ギフトショーにおける出展を毎年継続
的に（ごく最近の事例としては平成18年9月に東京ビッグサイトで開催されたオーガニック
EXPOに出展）、また、通販会社と提携して、組合を受注窓口とする販売事業を行っている。
同年6月には、奈良市内における有力商店街内に直営ショップを開設した。特徴としては、
幅広い品揃えと店員による懇切丁寧な説明が挙げられる。なお、同店員はかねてから情報・
意見交換等で関係の深かった、エコ問題について関心の強い「子育ての母を支援するサーク
ル」会員が従事している。

成果
組合については、①エコ製品の販路開拓のため有効な方法を長年実施したことによる人脈

の広がり及び情報力の強化、②ブランドの浸透、組合の知名度の高まり、③売上の大部分を
占める通販売上実績は、平成15年度11百万円、16年度52百万円、17年度34百万円となっ
たことが挙げられる。一方組合員については、①安全製品開発力強化、②情報力強化、③視
野の広がりが挙げられる。また、成功要因として、①有効と思われる方法により継続して事
業展開していること、②公共機関、マスコミ、環境に関するネットワーク組織、業務関連先
通販会社、デパート、イベント主催者、消費者団体、異業種交流グループからの情報、③中
央会の調査開発
支援事業による
実態調査とこれ
に基づいた方策
づくりなどが挙
げられる。

協

同

組

合

エ

ヌ

・

エ

ス

所 在 地 〒635-0824

北葛城郡広陵町疋相97-1

電 話 番 号 0745-55-1326

F A X番号 0745-55-5133

設　　　立 平成6年9月

出 資 金 900千円

組 織 形 態 同業種同志型組合

地　　　区 大和高田市他1市2町

主 な 業 種 繊維製品製造業

専 従 理 事 1人

組 合 員 5人

Ｕ Ｒ Ｌ http://

www.organic-garden.jp/
組
合
員
が
製
造
し
た
エ
コ
繊
維
製
品
を
組
合
主
導
で
Ｐ
Ｒ
・
販
売

奈良県

各組合員が自社の得意分野で使用者の安全・健康に配慮した被服
類等のエコ製品を製造、組合で商標登録し、出展などの方法で
PR、通販活動や最近設けた直営店において販路開拓中
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なお、上記の高年齢者雇用確保措置の実施義務化の
対象年齢は、あくまでも当該期間内における高年齢者
雇用確保措置の制度上の義務化年齢を定めているもの
であり、当該期間中に定年に到達した者の雇用終了年
齢を定めているものではありませんので、ご注意くだ
さい。
このため、例えば、60歳定年の企業における、定年

到達日の属する期間別の継続雇用制度等の雇用終了年
齢（少なくともこの年齢に到達する日までの雇用が必
要）は次のとおりになります。

平成18年4月1日～19年3月31日

＞ 60歳定年到達者：63歳
平成19年4月1日～21年3月31日

＞ 60歳定年到達者：64歳
平成21年4月1日以降

＞ 60歳定年到達者：65歳

お問合せは中央会まで
TEL 073－431－0852

厚生労働省ホームページ
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/kourei2/index.htmlもご覧ください。

高年齢者雇用確保措置の
実施に当たって

問題を抱えている事業主の方は…

詳しくは都道府県高年齢者雇用開発協会へお問い合わせください

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構ホームページもご覧下さい

http://www.jeed.or.jp/

「高年齢者雇用アドバイザー」から人事・労務
管理制度等に関する専門的・技術的アドバイス
を無料で受けられます！

相談・援助

平成19年3月31日までに、65歳以上までの定年
の引上げ、希望者全員を対象とする継続雇用制
度の導入等を行うなど、一定の要件を満たした
場合、「継続雇用制度奨励金」が支給されます！

継続雇用制度奨励金
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ＤＩ（ディフュージョンインデックス）値
ＤＩ値は景気が上向きか下向きかを表す数値です。
ＤＩ値＝増加（好転）割合　－　減少（悪化）割合
ＤＩ値＞０　…　景気上向き
ＤＩ値＝０　…　景気横ばい
ＤＩ値＜０　…　景気下向き

前年同月比における「業界景
況」判断指数（ＤＩ値：景気動
向指数）は、マイナス40.0ポイ
ントであり、同3月調査と比べ
て17.5ポイント悪化した。
同3月調査と比べ、「売上高」

は2.5ポイント改善、「収益状況」
は2.5ポイント改善、「資金繰り」
は10ポイント改善した。
4月の調査では業界景況に関

して、情報連絡員40名のうち、
「不変」との回答は24名、「悪
化」との回答は16名で、「好転」
との回答はなかった。

総　評

4月分4月分
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製造業

非製造業
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